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I.はじめに
「海上先取特権及び抵当権に関する国際条約」については， 1926年条約 I)
(International Convention for the Unification of Certain Rules Relating 
to Maritime Liens and Mortgages, Brussels, April 10, 1926), 1967年
条約zl (International Convention for the Unification of Certain Rules 
Relating to Maritime Liens and Mortgages, Brussels, May 27, 1967), 
及び1993年条約3l (International Convention on Maritime Liens and Mo-
rtgages, 1993 Geneva, May 6 , 1993）がある。
1993年条約の2002年10月19日段階の締約国は， Monaco(1995年3月28日），
Russian Federation (1999年3月4日）， Saint Vincent and the Grenadines 
(1997年3月11日）, Spain (2002年6月7日）, Tunisia (1995年2月2日），
Vanuatu (1999年8月10日）である O4) ここでは， 3条約の条文を概略的に
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比較対照した後，イベリア・中南米海事法協会副総裁（VicePresident. 
Iberoamerican Institute of Maritime Law 1996年当時）を務めておられ
たホセ・マリーヤ・アルカンタラ（JOSEMERIA ALCANTARA）氏の所
説5）を中心に紹介しながら，若干の検討を行おうと思う。
I. 3条約の条文の概略的対照
ここでは， 1926年条約， 1967年条約， 1993年条約の条文を，概略的に，比較
対照するO その際， 1993年条約の条文の内容を目安として，いくつかに分け，
それに， 1926年条約， 1967年条約の条文を対応させることにする。 1926年条約，
1967年条約の条文には，見出しがないが， 1993年条約の見出しを参考にして，
一応内容を表示することにする 6)0 
1 . 1993年条約 1～3条
1926年条約
l条件 1)
1967年条約
1条
(a）号
(b）号
(c）号
1993年条約
1条
(a）号
(b）号
(c）号
（モーゲージ，抵当権及び担保 （モーゲージ及び「抵当権』の モー ゲー ジ， 「抵当権」及び担
( * 2）くcharges＞の承認） 承認並びに裁判上の実行） 保＜charges＞の承認並びに裁
判上の実行
2条 2条
（モーゲージ及び「抵当権」の モーゲージ，「抵当権」及び担
順位及び効果〉 保の順位及び効果
12条 3条
(1条につき，圏内法制定の必 1項
要性） 2項
(a）号
(b）号
3条
1項
2項
(a）号
(b）号
（船舶の登記く録＞の抹消・変 所有権又は登記く録＞の変更
更）
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( * 1) other similar charges (1926年条約）が， 1967年条約では消滅した
が， 1993年条約では， registerablecharges of the same natureとして，
復活した。
( * 2) chargesについて，小町谷教授は「質権」，江頭教授は「負担」と訳
される。ここでは「担保」と訳している。
2. 1993年条約4条
1926年条約
2条
l号
2号
3号
4号
5号（* 3) 
4条
2項
3項
4項
（船舶及び運送賃の附属物） : 
10条
（運送賃の上に存する先取特権）［
（前数条の規定の，他船鰭装者，
13条
主たる傭船者により使用され
る船舶への適用）
1967年条約
4条
1項l文
( i ）号
（並）号
（出）号
(iv）号
(v）号γ
,1項2文（* 5) 
/ 2項（* 6) 
: （海上先取特権）
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1993年条約
4条
/1項（* 7) 
/ (a）号（* 8) 
(b）号（* 9) 
(c）号（* 10) 
(d）号
(e）号（* 11) 
2項
(a）号（* 12) 
(b）号（* 13) 
海上先取特権
( * 3) 「船長が，同時に船舶の所有者たると否と，及び債権が，船長の債権
たると，供給者，修繕者，貸主又はその他の契約者の債権たるとを分たず，
船長が，船舶の保存又は航海の継続のため，現実の必要に因り，本拠港外に
於て，その法定権限に基き，締結したる契約又は履行したる取引より生じた
る債権」（小町谷・後掲注 1)316頁の訳） (Claims resulting from con-
tracts entered into or acts done by the master, acting within the 
scope of his authority, away from the vessel’s home port, where such 
contracts or acts are necessary for the preservation of the vessel or 
the continuation of its voyage, whether the claim is his own or that 
of ship-chandlers, repairers, landers, or other contractual creditors.) 
( * 4)小町谷・後掲注1）②316頁は，条文では「先取特権」，条約名では
「海上先取特権」と訳されるO
( * 5）本項にいう「船舶所有者」は，船舶賃借人その他の傭船者，船舶管理
人又は船舶運航者を含むものとするO
( * 6）江頭・後掲注2）②22頁は， 「本条1項（温）号及び(iv）号に掲げる債
権であっても，放射性物質より生じ，又は放射性物質と核燃料若しくは放射
性生成物，廃棄物の毒性，爆発性その他危険性のある物質との混合から生じ
た債権については，これを担保するために，いかなる海上先取特権も船舶上
に存在することはできない。」と訳される。
( * 7）江頭・後掲注3）②42頁は， 「船舶の所有者，船舶賃借人，船舶管理
人又は船舶運航者に対する次の債権は，船舶上の海上先取特権により担保さ
れる。」と訳される。
( * 8）船員の賃金債権等を規定する。
( * 9）陸上と，海上とを問わず，船舶の運航に直接関連して生じた人の死亡・
身体傷害に関する債権である。
( * 10）船舶救助の報酬に関する債権であるO 1967年条約4条1項（v）号から，
1993年条約4条1項（c）号に格上げされたが，前者に規定されていた，共同海
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損分担請求権は削除された。また，難破物除去に関する債権は（c）号よりはず
され， 12条3項で規定されており，圏内法で定めれば最優先順位となる可能
性がある。
( * 11) 1967年4条1項（iv）号に相当するが， 1993年条約4条 l項（e）号では，
「物理的滅失」の概念が入り，当該船舶上で運送されている貨物，コンテナ，
旅客の動産の滅失・損傷は除外されている。
( * 12）いかなる海上先取特権も船舶上に存在することはできないものとして，
「原油又は他の有害物質の海上運送に関する損害で，国際条約又は厳格責任
及び強制保険その他債権を担保する手段を規定した圏内法に従い，その補償
が債権者に対してなされるもの」（江頭・後掲注3）③42頁の訳によるが，
ここでは「損害賠償」を「補償」に変えている）から生じた，又はその結果
である債権を挙げる。
( * 13) 「放射性物質，又は放射性物質と核燃料若しくは放射性生成物・廃棄
物の毒性，爆発性，その他の危険性のある物質との混合」（江頭・後掲注3)
③42頁による）から生じた，又はその結果である債権も（* 12）と同様である。
3. 1993年条約5条～7条
1926年条約 1967年条約 1993年条約
3条 5条 5条
1項 1項 l項
2項 2項 2項
3項 3項
4項 4項
（モー ゲー ジ，抵当権，担保， （海上先取特権の優先順位） 海上先取特権の優先順位
海上先取特権の優先順位）
5条 6条 6条（* 14)
l項 l項 (a）号
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2項
3項
（海上先取特権の優先順位）
6条
1項
2項
（海上先取特権の優先順位）
???
（本条約に定めたものを除き，
前数条の規定によりて生じた
る先取特権）
2項
(a）号
(b）号
（その他の先取特権及び留置権）
(b）号
( i ) 
（品）
(c）号
その他の海上先取特権
7条
l項
(a）号
(b）号
2項
留置権
( * 14）各締約国は， 4条に掲げた以外の，船舶所有者，船舶賃借人又は船舶
運航者に対する債権を担保するため，船舶上にその他の海上先取特権を認め
ることができる。
4. 1993年条約8条～10条
1926年条約 1967年条約
7条 7条
（売得金の配当）
8条
（海上先取特権の特性）
く追及力＞
l項（* 15)
2項く追及力＞
（被担保債権の債務者及び海上
先取特権の特性）
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1993年条約
8条
海上先取特権の特性く追及力＞
9条
l項l＜時の経過に
2項 j よる消滅＞
3項
4項
5項
6項
（海上先取特権の消滅）
8条 9条
1項 l項
2項 2項
（時の経過による海上先取特権 (a）号
の消滅） (b）号
時の経過による海上先取特権の
9条 消滅
（債権譲渡及び代位） ( * 16) 
10条
1項
2項（* 17) 
債権譲渡及び代位
( * 15) 「第4条に掲げる海上先取特権は，その被担保債権が船舶所有者に対
するものであると，船舶賃借入その他の傭船者，船舶管理人又は船舶運航者
に対するものであるとを問わず，発生する。」（江頭・後掲注2）②39頁）。
( * 16) 1926年条約4条3項（保険証券により，当該所有者に対してなされた，
又はなされるべき支払いは，国家的奨励金，助成金その他の補助金と同様，
当該船舶又は運送賃の附属物と看倣さない。）の規定が， 1967年条約9条で
は削除された。
( * 17) 「海上先取特権を有する債権者は，保険契約に基つeき船舶所有者に支
払われる補償金に物上代位することはできない。」（江頭・後掲注3）②27頁）
とする規定が，新たに付加（換言すれば， 1926年条約4条3項類似規定の復
活）された。スイス提案による。
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5. 1993年条約1条～12条
1926年条約 1967年条約
10条
例号
(b）号
(c）号
（強制売却の通知）
????? ?? ? ???
? ? ?
??
?
??
?
?
??
?
?
??
?
?
?
?
16条
（国内法で定められた管轄，訴
訟手続，執行方法の適用）
1条
l項
(a）号
(b）号
2項
3項
（強制売却の効果）
12条
l項
(a）号
(b）号
2項
3項（* 19) 
4項
5項
6項
強制売却の効果
( * 18）第1文は， 「書面による通知」の要件を緩和し，第2文は， 「公告に
よる通知」を要求している点が， 1967年条約と異なる。
( * 19）「座礁した船舶又は沈没した船舶が，航行の安全又は海上環境の保護の
ために公的機関による除去に続いて強制売却された場合，その除去費用は当該
船舶上の海上先取特権により担保される一切の他の債権に先立ち売得金から支
払われるべき旨を，締約国は，定めることができる。」（江頭・後掲注3）②31
-8 ( 416 )-
頁以下参照）。 1967年条約は， 4条1号（v）号で， 「難破物除去に関する債
権」を含めていた。
6. 1993年条約13条～15条
1926年条約 1967年条約 1993年条約
14条 12条 13条
l項 l項 1項
2項 2項 2項（* 20) 
（本条約の適用範囲） （適用範囲） 適用範囲
15条 13条 14条
（軍艦，公用船への適用除外） （締約国聞の連絡） 締約国聞の連絡
14条 15条
1項 条約の抵触
2項
（条約に加入する際の留保）
( * 20) 2文は「ただし非締約国において登録された船舶については，締約国
の管轄にある場合に限る。」（江頭・後掲注3）②34頁の訳）と規定するO こ
の2文は，メキシコの提案で新たに加わった。
7. その他
1926年条約 1967年条約 1993年条約
15条 16条
（締約国間の紛争と仲裁） (a）号
(b）号
16条 (c）号
1項 (d）号
2項 (e）号
(15条と他国） (f)号
（剖号
旗国の一時的変更
-9 ( 417 )-
17条 17条 17条
l項 （署名） 保管人
2項
3項 18条 18条
（本条約の批准） （批准） l項
2項
18条 (a）号
l項 (b）号
2項 (c）号
3項 3項
（条約への加入） 条約の署名，批准，受諾，承認，
同意
19条 19条
（条約の自治領等への適用除外） 1項 19条
2項 1項
（効力発生時期） 2項
20条 効力発生時期
（条約の効力発生時期） 20条
l項 20条
21条 2項 l項
1項 3項 2項
2項 （同意と寄託） 条約の改正及び修正
（条約の廃棄通告）
21条 21条
22条 （廃棄通告） l項
l項 2項
2項 22条 3項
（条約の改正） l項 条約などの廃棄通告
2項
（本条約に関し，締約国の主権 22条
の及ぶ領土への拡大の宣言） l項
2項
23条 3項
1項 条約の使用言語
2項
3項
4項
（ベルギー政府による通告）
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8.加盟状況
1926年条約
24条
l項
2項
（条約の修正）
25条
l項（本条約への加盟と1926
年条約の廃止）
2項（全権大使による署名）
3項（使用言語）
1967年条約（* 21) 
批准（RATIFICATION) 批准（RATIFICATION)
Belgium June 2, 1930 Denmark August 23, 1977 
Brazil April 28, 1931 Norway May 13, 1975 
Denmark June 2, 1930 Sweden November 13, 1975 
Estonia June 2, 1930 同意（ACCESSION)
France August 23, 1935 Morocco February 12, 1987 
Hungary June 2, 1930 Syrian Arab Republic 
Italy December 7, 1949 August 1, 1974 
Madagascar August 23, 1935 
Norway October 10, 1933 
Poland October 26, 1936 
Rumania August 4 , 1937 
Spain June 2, 1930 
Sweden July 1, 1938 
廃棄（DENUNCIATION)
Denmark March 1 , 1965 
Finland March 1, 1965 
Norway March 1, 1965 
Sweden March 1, 1965 
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同意（ACCESSION)
Algeria 
Argentina 
Cuba 
Finland 
Haiti 
Iran 
Lebanon 
Luxembourg 
Monaco 
Portugal 
Switzerland 
Syria 
Turkey 
April 13, 1964 
April 19, 1961 
November 21, 1983 
Julyl2, 1934 
Marchl9, 1965 
September 8, 1966 
Marchl8, 1969 
Februaryl8, 1991 
Mayl5, 1931 
December24, 1931 
May28, 1954 
Februaryl4, 1951 
July 4, 1955 
Uruguay Septemberl5, 1970 
Zaire Republic Julyl 7, 1967 
( * 21）江頭・後掲注3）②3頁 (1993）によると， 「海上先取特権および船
舶抵当権については，すでに1926年および1967年の 2つの国際条約が存在し，
両条約ともに発効しているが，いずれも加盟国が少ないことに鑑み，……」
と記される。他方， 1967年条約について， Tetley教授は， 「この条約は， 5 
か国の批准（ratifications）が19条によって要求されているので，まだ発効
していない。」と注記される（Tetley,infトanote 1）①， at 1428 (1998）。
Alcantara氏もTetley教授と同様に捉えているようである（Alcantar払
infra note 5 ) , at220 (1996））。これらの見解の相違は， Accessionの意味
の捉え方が一因とも思われる。なお， Signature,ratification, acceptance, 
approval and accessionに関し， http://www.imo.org/Conventions/
mainframe.asp? topic_id = 148等も参照。
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m. 1993年海上先取特権及びモーゲージに関する国際条約
ーアルカンタラ氏の所説ー
アルカンタラ氏は， 「1993年海上先取特権及びモーゲージに関する国際条約
についての短い入門」と題する論文を公刊されている。それは，つぎのような
内容である。
1 .序めに
19世紀における海上モーゲージの出現以来，絶えず，海上先取特権と船舶モー
ゲージの間で，あつれきが存在した。 lおよびその他のものの聞の優越性に関
するレースにおける絶え間ない競争は，『担保利益に関する衝突（conflictof 
security interests）』として知られるようになった。モーゲージ債権者達は，
当然に船舶建造および購入に関する金融を防禦し，促すべく，船舶モーゲージ
の優越性を強化するべく求める；他方，船舶にサービスをし，供給し，（それ
を）修理する事業は，そして，それらの助力でもって船舶の商業的運航及び利
用を保証する船員やビジネスマンですら，船舶モーゲージに対するそれらの諸
先取特権の優越性を維持することを求める。
上述の利益の衝突は，重要性に関する司法的諸疑問ばかりでなく，数えきれ
ない実際的なディレンマを引き起こす。というのは，もし，より大きな優越性
が，船舶モーゲージに認められるならば，外国港における当該船舶の諸荷受人，
諸修理者および諸供給者が保証される容易さが，結果として減少するであろう
からである。通常船舶モーゲージに優先する債権（claims）は，賃金のための
諸請求権および衝突や人命・財産の喪失に至らせる他の大事故による不法行為
において生じる諸損害のように，かなり重大である。
商人達や，モーゲージ銀行家や，船員達や，諸船舶を運行し続けている他の
人々からなる多様な諸グループ聞の摩擦は，先取特権の諸優先事項のランキン
グを決定する際に，諸立法者と諸学者の双方の任務に直接的に影響してきた。
当該船舶所有者の消極的な見地からすると，メリット又はデメリットは，確立
するのは難し~＼。なぜなら，当該船舶は，その建造の瞬間から，実際に負担を
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負わされており，そして，その更なる商業上の利用を通して諸海上先取特権に
よって影響を受け続けるであろうからである。
世界規模の共同体は，諸条約の形式で国際的諸ルールを採用することによっ
て，諸優先事項の問題（海運産業のまさに中心に横たわっている l問題）を解
決するべく試みがなされてきた。最初の条約が1926年に公布された 7l ; 1967年
に，第 2の条約が宣言された 8）。 1926年条約と1967年条約は，万国海法会
(CMI)の主催の下に展開されてきた。 1926年条約は，成功ではあったが，時
代遅れとなった。 1967年条約は，国際的な受諾を得ることができなかった。そ
して，それ故に以前あったものに取って代わることができなかった。 1985年に，
国連はCMIの助力を得て新しい条約の作業を始めた。
2. 1993年条約の展開と内容
準備の8年間に続いて，外交会議が1993年4月19日と 5月7日の聞にジエノ
バで招集された。 15日間のしばしば激しい討論の後承認された，当条約の最終
的なテキストは， 22条からなり，そのうちの16条が実質的であり，残りは同意
(accession）に関する 9)0 
1993年条約は，完全には新しくない規制の 1つの複雑なセットを含むが，大
部分において挫折させられた1967年条約に従っている。それは，完全には直系
でもないし，実質において，完全には進歩的でもなL、。というのは，その諸ルー
ルは， しばしば諸例外（exceptions）と相互参照（mutualreferences）によっ
てしばしば異なっているからである。更に，それは，その公式の諸スポンサー，
国際海事機構 (IMO）と国連貿易開発会議（UNCTAD）のいずれかの強く望
まれた諸目的に対して，必ずしも十分にあるいは明確に応えていなL、からであ
る。この点で特に注目すべきは，海上先取特権とモーゲージの国際的登記＜録＞
(an international registry）の考えの放棄であるO
しかしながら，すべての全体として， 1993年条約は， 1つの重要な標準の文
書，すなわち，約50カ国といくつかの国際機構とオフ。ザーバーの，代表団聞の
1つの広範な国際的合意の成果であるO IMO/UNCTADのエキスパートの混
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合グループにより 3年以上をかけて注意深く草案化されており， 30カ国の加盟
国以上を引き付けることはなかった1926年条約や，実効には決して至らなかっ
た1967年条約のいずれよりもより大きな成功を享受するであろう。
以下のことは， 1993年条約の最も注目すべき諸側面である。
(a）海上先取特権及びモーゲージの領域における国際的統一性が促進されてい
る10)0 
(b)1926年条約と異なり，別の締約国において登記（録）されている船舶モー
ゲージ及び先取特権の認識及び強制は，厳しく制限され，最新のものにされて
いる11）。
(c）適切な司法的保護は，当該船舶の所有権又は登記（録）における諸変更の
間，諸船舶モーゲージや先取特権の当該所有者に対して規定されている凶 O
(d）本国送還や社会保険料の費用のように，いくつかの海上先取特権は，初め
て認識されている 13）。このようにして，船員は，過去における以上により保護
を与えられている。
(e）共同海損債権は，完全にランキングから消滅し，貨物ロスのための債権が
消滅したように，いくつかの長年続いている海上先取特権は，廃止された。難
破船除去請求権もまた，優越性の大綱から除外されている。しかしながら，も
し，安全な航海のために，あるいは海上環境のために活動したある公的機関に
よってあるいはある公的機関のためになされたならば，そのような債権は今な
お認識されているω （追求権＜droitde suite＞はないが，支払いの優先権は
ある）。
(f)1967年条約において，修繕，必需品，ヲ｜き船料，水先案内料，波止場の使
用料そして，さまざまな他の「必需品」（諸食糧と食料のようなもの）のため
に海事契約の下でなされた債権は，除外されたままである問。
(g）油と核の汚染によって提起される諸問題は，両者とも取り組まれているO
海上先取特権は，油又は他の危険な又は有害な物質の運送を含む債権のために
許されていなし、。もし，そのような債権が厳格責任の上に基つ。き，そして強制
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保険を要求する諸国際条約が諸国家法に従えばである16)0 海上先取特権は，核
燃料や他の放射性生産物又は廃棄物によって引き起こされる債権に対しては，
完全に禁止されている 17)0 
(h）海上先取特権とモーゲージの優越性の順位づけは，前に述べられた諸例外
によって改善されている。 1926年条約においてのようにランクされている，海
難救助活動から生じる債権（それは，それらが発生した時に関し逆の順序であ
る）凶を除いて，債権は平等にそして比例して分かちあう 19）。しかし，海難救
助債権が，当該条約によって許される他の海上先取特権に対して優越性を持っ
ているという事実は，新しい20)0 
(i）他のすぐれた革新は，国内法又は国内の諸先取特権の制限である。当該条
約は満期の諸期間を減じており，それらを当該条約に含まれる手続に従わせ，
そして，とりわけ本条約によって認識されている諸船舶モーゲージや他の諸先
取特権への従属に関し，いかなる疑いも削除している却。このルールは，各国
の国内法への 1つの無謀な侵入を表わしているけれども，それは統一性の名に
おいて絶対的に正当化されている。それにもかかわらず，このことは，いくつ
かの国家においてある程度の沈黙を創造するであろう。
(j）本条約は，海上先取特権・モーゲージとは，異なるある法律的な性格を有
する「諸留置権（rightsof retention）」にも取り組んでいるO それは， 1967
年条約の方針に従ってなされたが， しかしある不幸な細かい規則事項を差し込
んだ。それは造船者や修繕者に諸留置権（retentionrights ）を与え，彼ら
の債権の満足を得る資格を与えている。それは，強制売却における買受人に対
し当該船舶の占有を放棄する代わりに22），海上モーゲージに対し，優越性を有
しているO この結果は，手続的に混乱を紹く上に，明らかに船舶モーゲージ債
権者に対して有害である。
(k）海上先取特権の諸制限の制定法は，そのような期間の満了より前に，当該
船舶がアレストされたり，差し押えられなければ23)' 1年と定められるO 社会
的債権の期間は， しかしながら，船員が雇止めされる瞬間から進行しはじめ
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る24)0 当該条約は， l年の期間を時効（prescription）期間というより，むし
ろ1消滅（extinction）期間として規定している。そして終了は，一時的停止
や中断に従わないものとすると注記する25）。それにもかかわらず，先取特権者
が当該船舶をアレストすることを法的に妨げる期間の間，時は進行しない26）。
この結果，不可抗力（forcemajeure）による時の経過の 1つの現実の一時的
停止となるO そしてそれは， l船舶をアレストしようとする際，先取特権債権
者達の戦略を恐らく変えるであろう。
(1)当該条約は，強制売却の通知やその司法的効果に関する多数の新たな諸要
件を含む27）。そして 1国と他国の諸当局聞の登記（録）とコミュニケーション
の点からある程度の成功をおさめている。付け加うるに，売得金（salepro-
ceeds）は，当該船舶が競売される国の外で自由に移転される 28)0 国の登記
（録）官達は，疑問の余地なく，これらの新しい基準から利益を受けるであろ
つ。
（叫別の新たな貢献は，オープン登記（録）簿の現在の人気の観点から作られ
たが，ある船舶の国旗における一時的な変更に関する諸規定である。当該条約
は，そのような変更を禁ずることにより，多くの必要な保護を創設している。
もし，総ての登記（録）されたモーゲージや諸先取特権が，満足されておらず，
又は書面の同意が，当該諸債権者達から獲得されていないならばである29）。
(n）最後に，当該条約の適用範囲は，全く広く，そして差別しておらず，締約
国で登記（録）されているといないとに拘らず3ペあらゆる海上航行諸船舶に
適用される。 1国によって所有あるいは運航されている諸船舶，そして「政府
の非商業的サービス」のために専ら使用されている諸船舶を除いてである 31)0 
3. 1993年条約のその前のものに対する比較
A.海上先取特権の優越性
1993年条約は，諸海上先取特権が現在諸船舶モーゲージに対して享受する優
越性を変更しない；共同海損と難破物除去請求権は消滅しているので，後者
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〔船舶モーゲージ：筆者挿入〕はランキングにおいて 2つの場所を前進させて
いるのみである32)0 他方，諸海上先取特権の一般的優越性においてそれら自身
の間である限定的な変更があり，その結果海難救助裁定額に対し，ある論理的
な優越性を与えているO
新たな優越性の大綱は次のとおりである：
1.船舶のアレスト又は差押え及びその後の売却から生じるコスト及び諸費
用33）。これは1926年条約においてと同様に存続しているO しかし，当該船
員（thecrew）の本国送還のような債務を含めるべく，拡大されてし 1る。
2. もし締約国が国内法においてそのように規定すれば刊，公的機関によっ
て負担される，座礁したあるいは沈没した 1船舶の除去諸費用。この概念
は， 1926年条約において暗黙であった。
3.海難救助債権。それは，海難救助行動がなされる時点に先んじて生じる
すべての他の諸海上先取特権に対し，優越性を有するO しかし，海難救助
行動の終了後に生じる海上先取特権に対しては，そうではなL例。順位に
おけるこの増強は，外交会議で数カ国の代表団によって，最も明白にはメ
キシコによって，異議を唱えられた。しかしながら，そのフォーミュラは
新しくはない（それは1967年条約で現われた）。そして，それによって他
の先取特権債権者とモーゲージ権者のためになりながら，当該船舶を保存
する好意的諸行為と費用の，論理的な結果である。
4.船長，職員，及びその他の乗組員に支払うべき賃金のための債権制。こ
れは優越性の点で1926年条約におけると同じランクであるO もっとも本国
送還費用及び社会保険料を含むことによって広げられてきたが。
5.死亡又は身体傷害に関する債権37）。 1926年条約と比較して，これらの債
権は，海難救助裁定額に対して優先することにより，優越性において高く
なっている。それらは，また，港湾，運河その他の水路の料金及び水先案
内料に関する債権をしのぐことにより， 1967年条約に比較して優越性を有
するO
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6.賃金や身体傷害や死亡に関する債権より前に生起した海難救助に関する
債権38）。充分に興味深いことに， l船舶に対する救援（assistance）の報
酬のためのすべての債権は， 「海難救助」（salvage）として資格があるも
のを除いて消滅した。
7.港湾，運河その他水路の料金及び水先案内料に関する債権制。これらの
債権に付与される優越性は， 1926年条約（ランクにおいて第l位）及び
1967年条約（第2位）の両者に対し，劣っている。外交会議に出席してい
る数カ国の諸政府の不満を避けるために（コロンビア，メキシコ，パナマ
各国は，そのような担保（charges）を第2順位に上げることを提案した），
1993年条約は，港湾当局者の債権のランクを削除するのではなく，むしろ
低くしているO 水先案内料及ひボ港税に関する債権の同等化は，メキシコに
よって強く批判された。メキシコは， 1船舶の船長による債権のランクに
対し，水先案内料債権の同化を求めた。しかしながら，過去の諸国際会議
において，水先案内料債権は，常に港の債権のランクに連結されていた。
そして，当該外交会議はその実務を変更しなかった40)0 
8.積荷やコンテナ及び旅客の動産の滅失又は損傷以外の41），当該船舶の運
航によって引き起される，物理的滅失又は損傷から生じる，不法行為に基
づく債権。最後の地位に落ちることによって，そのような債権は， 1926年
及び1967年条約に比較し，地位を失う。
9.強制売却の時点で当該船舶の占有を有し，買受人に引き渡す限りにおけ
る4ペ造船者あるいは船舶修繕者の留置権。この概念は， 1967年条約で導
入されたけれども， 1926年条約とは完全に無関係となり，船舶モーゲージ
の所有者にとって不利になる後退の一歩を構成する。
10.登記（録）されたモーゲージ， 「諸抵当権」（hypotheques）及び諸担
保（charges）初 0 
1.各国の国内法の下で付与される他の海上先取特権44)0 
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全体として，そしてその他の諸メリットにもかかわらず， 1993年条約によっ
て海上モーゲージに対して協議されたランキングは，実質的に改善されてこな
かった。 1926年条約に関連して，それは，当該船舶への必需品のための諸先取
特権と共同海損債権の削除からのみ，利益を得ている。
1993年条約の 1つの重要な特徴は，当該海上先取特権が主張されている当事
者を「特定の個人に対して言われたものと考えるJ(personalizing）という技
術である：「当該船舶の，所有者，船舶賃借人，管理人又は運航者に対する次
の債権は，当該船舶上の l海上先取特権によって担保される4ヘ」 1926年条約
（「次の債権は，当該船舶上の 1海上先取特権によって担保される46）。」，及び
1967年条約（「当該船舶に対する債権は，当該船舶上の l海上先取特権によっ
て担保される47）。」）の両者において避けられた，このフォーミュラによって，
ある試みが当該海上先取特権と 1つの担保されない債権を比較するためになさ
れているように思われる。目標は， 1993年条約の将来の改訂を予想することと
同様に，可能な限り広範囲に， 1952年アスレト条約に含まれている海上債権の
リストと連絡をとることである48)0 
1993年条約4条1項における，ありうべき先取特権債務者を列挙する規定は，
海上先取特権者の見地からすると，制限的と考えられなければならなし、。なぜ
なら，そのリストは，完全でもないし，明示してもいないからである。特に，
スペインの解釈は，ラテンアメリカの裁判所に対して巨大な諸問題を引き起こ
すであろう。他方， 4条の「管理人」という言葉の使用は余分であるO なぜな
ら， l船舶の当該管理人は，常に船舶所有者のために行為する；このようにし
て，当該管理人の諸行為から導き出されるいかなる先取特権も，当該所有者に
のみ帰することができる。
海上債務者を定義することに関し， 1993年条約の制限的な性格は，船舶モーゲー
ジ債権者の諸利益にとって，有益であるように思われる。 「諸定期傭船者」につ
いてのいかなる言及をも除外することによって，港湾，運河，水先案内及び同様
の諸関係のためのすべての債権は，除かれている。同じことは，身体傷害のための
-20 ( 428) -
債権に関し，起こるであろう。それゆえに， 1993年条約は，起こりうる権利の主
張者の数を減じているO そのようにする際に， 1993年条約は，次のような説明を含
む1967年条約から，明らかにはずれている： 「『所有者』という用語は，船舶賃
借人又はその他の傭船者，船舶管理人又は船舶運航者（thedemise or other 
charterer, manager or operator of the vessel)を含むものとする。」
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注1 ）①W1LuAM TETLEY, MARITIME L1ENs ANO CLAIMS, at 14日 etseq. (2nd ed. I 998）；②小町谷
操三『海商法要義上巻』 316頁以下（岩波書店，昭7）。
2）①W1LL 
権統一条約の改正草案について」海法会誌復刊29号5頁以下（1985）；③同仮訳「1967年5月
27日にブラツセルで成立した海上先取特権及び抵当権に関するある規則の統一のための国際
条約の改正案」海法会誌復T司IJ29号20頁以下（1985）。
3）①WILL川 TETLEY, sup1万 noteI）①， at 1429 et seq.；②江頭憲治郎「『1993年の海上先
取特権及び抵当権に関する国際条約』の成立」海法会誌復刊37号3頁以下（1993）；③同仮
訳「1993年の海上先取特権及び抵当権に関する国際条約」海法会誌復刊37号38頁以下（1993）。
4) http://untreaty.un.org/ENGLISH/bible/englishinternetbible/part I /chapterXl/supchapD/treat .. 2002 
/10/19。外務省条約局国際協定課に検索していただいた。
5) JosるMariaAlcantara, A Short Primer on the International Convention on Maritime Liens and 
Mortgages, I 993, 27 Journal of Maritime Law and Commerce 2 I 9 (I996）。
6 ）江頭・前掲注3）②・③参照。
7 ) International Convention for the Unification of Certain Rules Relating to Maritime Liens and 
Mortgages, 1926, 120 L.N.T.S.187, 6C Benedict on Admiralty Doc. No. 15”6, at 15-24.20 
(rev. 7th ed.1995）参照。 Alcantara, st仰 note5) at 220 n. I. 
8 ) International Convention for the Unification of Certain Rules Relating to Maritime Liens and 
Mortgages, 1967, 6C Benedict on Admiralty Doc. No. 15-5, at 15-24. I I (rev. 7th ed. 1995) 
参照。 Alcantara, suprn note 5) at 220 n.2. 
9 ) International Convention on Maritime Liens and Mortgages, 1993. Alcantara, s 11pa1 note 5) 
at 233 et seq. 
10）前文を見よ。前文が明らかにしているように，当該条約は，締約国を統治することを意図
されているだけでなく，圏内法の中に統合されることも意図されている。この重要な達成は，
部分的にはスペイン代表団の諸尽力によるものであるが，イベリヤ・中南米海事法協会
(IIDM）より与えられたご助力から利益を得ている。 Alcantara, supra note 5) at 22 I n.4. 
なお， 1993年条約の前文は，以下のような内容である。
「本条約の当事国は，船舶金融の諸条件の改善の必要性と国家的商船団の発展を意識して，
海上先取特権とモーゲージの領域における国際的統一の望ましいことを認識し，そしてそれ
故に，海上先取特権とモーゲージを支配するlつの国際的法的文書の必要性を確信し，この
目的のためにlつの条約を決定し，そしてそれ故に次のように同意した： J
11) 1条を見よ。 Alcantara, sup1ヨnote5) at 221 n.5. 
12) 3条を見よ。 Idat 221 n. 6. 
13) 4条（1）項（a）号を見よ。 Idat 221 n. 7. 
14) 12条（3）項を見よ。 M at 221 n. 8. 
15) 4条を見よ。 Idat 221 n. 9. 
16) 4条（2）項（a）号を見よ。 Id. at 221 n. 10. なお，江頭・前掲注3）②16頁以下によると，
「単にTOYALOP, CRIST AL等の民間の協定でカバーされるにすぎない損害賠償債権は，海
上先取特権を生じさせる。Jとする。
17) 4条（2）項（b）号を見よ。 Alcantara, op. cit. at 221 n. I I.
18) 5条（4）項を見よ。 Idat 221 n. 13. 
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19) 5条（3）項を見よ。 Idat 221 n. 12. 
20) 5条（2）項を見よ。 Idat 221 n. 14. 
21) 6条を見よ。 Idat 222 n. 15. 江頭・前掲注3）②21頁以下によると，「今回の全権会議の
最大の争点となった規定である。」とする。
22) 7条及び12条（4）項を見よ。 Alcantara, ~ρ， cit., at 222 n. 16. 
23) 9条（1）項を見よ。 Idat 222 n. 17. 
24) 9条（2）項｛a）号を見よ。この提案はノルウェーの代表団によってなされたが， l年の期間のス
タートを延期することによって船員の利益となることが意図されている。 Idat 222 n. 18. 
25) 9条（1）項を見よ。 Idat 222 n. 19. 
26) 9条（2）項を見よ。 Idat 222 n. 20. 
27) I l条， 12条そして14条を見よ。 Idat 222 n. 21. 
28) 12条（6）項を見よ。 Idat 222 n. 22. 江頭・前掲注3）③54頁は，「締約国は，強制売却の
一切の売得金が実際に使用することができ，かっ自由に移転できるものであるようにしなけ
ればならない。」と訳される。
29) 16条（d）号を見よ。 Alcantara, op. cit. at 222 n. 23. 
30) 13条を見よ。 Idat 222 n. 24. 
31) 13条（2）項を見よ。 Id.at 223 n. 25. 
32）難破物除去請求権に関して，常にそういえるかは問題であると思われる。前述（e）や後述2.
及び1993年条約12条3項参照。
33) 12条（2）項を見よ。 Idat 223 n. 26. 
34) 12条（3）項を見よ。 Idat 223 n. 27. なお， 1967年条約4条5項参照。
35) 5条（2）項を見よ。 Idat 223 n. 28. 
36) 4条（1）項（a）号を見よ。 Id.at 223 n. 29. 
37) 4条（1）項｛b）号を見よ。 Id.at 223 n. 30. 
38) 4条（1）項（c）号を見よ。 Id.at 223 n. 31. 
39) 4条（1）項（d）号を見よ。 Idat 224 n. 32. 
40）この点に関して，そのようなサービスが私的契約法の枠内に位置しているべきかを決定す
るために，水先案内サービスの民営化への現代の諸傾向を研究することは，有益であったろ
うlこ。 Id.at 224 n. 33. 
41) 4条（1）項｛e）号を見よ。 Id.at 224 n. 34. 
42) 7条及び12条（4）項を見よ。 Idat 224 n. 35. 
43) 5条（1）項を見よ。 Idat 224 n. 36. 
44) 6条（c）項を見よ。 Idat 224 n. 37. 
45) 4条を見よ。 Idat 224 n. 38. 
46）この部分は誤植と思われる。 1926年条約につき， 2条， 4条， 10条を見よ。小町谷・前掲注
I）②は（現代的表記に改めると）， 2条につき，「左に掲げたるものは，船舶，先取特権を伴
う債権の生じたる航海の運送賃，及び航海開始以後に取得したる，船舶及び運送賃の附属物
の上に，先取特権を有す。」と訳され， 4条は，「第2条に定めたる，船舶及び運送賃の附属物
とは，左に掲げたるものをいう。」と訳される。また， 10条は，「運送賃の上に存する先取特
権は，運送賃が未だ支払われざる場合，又は船長若しくは所有者の代理人が運送賃の金額を
所持する場合に限り，之を行使することを得。附属物の上に存する先取特権に付き，亦同じ。」
と訳される。
47) 1967年条約4条は，そのように規定する。
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48) Convention Relating to the Arrest of Sea-Going Ships, 1952, 6A Benedict on Admiralty 
Doc. No. 8・I. at 8-2. 2 (rev. 7th ed. 1995). Alcantara, sψ•ra note 5) at 225 n. 39. 
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